
事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

財政調整基金への積
立金　　 9億5,500万円 令和４年度一般会計決算剰余金の積立て
（財政局） 　（決算剰余金 19億992万6千円の1/2を

財源内訳 　　下らない範囲の額）

　繰越金 101億9,714万2千円

9億5,500万円 400万円　 

 9億5,500万円   

△14億7,972万5千円

△9億3,727万5千円

87億3,914万2千円

補 正 予 算 の 内 訳

４ 年 度 末 基 金 残 高

５年度運用益積立て (当初予算 )

４年度決算剰余金積立て(今回補正)

５年度取崩し (９月補正後予算 )

５ 年 度 取 崩 し ( 今 回 歳 入 補 正 )

５ 年 度 末 基 金 残 高

－1－



事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

市有施設における電
気料金等の追加措置 3億2,715万2千円 市有施設を適切に管理運営できるよう、
（市民局ほか） 電気料金等を追加措置する。
（一般会計ほか） 財源内訳

  　（対象施設等）
　国庫補助金

3億2,715万2千円
対 象 施 設 追 加 措 置 額

 まちづくり市民交流プラザ 295万円

 図書館 878万9千円

 現代美術館 1,165万7千円

 文化創造センター 884万5千円

 区民文化センター（８区） 2,472万8千円

 こども文化科学館 124万6千円

 交通科学館 408万1千円

 文化交流会館 1,834万2千円

 区スポーツ施設（８区） 9,520万1千円

 クアハウス湯の山 862万1千円

 平和記念資料館 1,396万1千円

 広島国際会議場 2,387万5千円

 留学生会館 358万3千円

 火葬場等及び納骨堂 2,026万5千円

 こども療育センター 2,071万7千円

 国民宿舎湯来ロッジ等 666万8千円

 公園施設 4,714万3千円

 下水道施設 493万4千円

 国際青年会館 154万6千円
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

価格高騰重点支援給
付金の支給 97億7,018万円 給付金 96億6,154万円

（健康福祉局）
財源内訳 　　対象者　世帯員全員の５年度分の

　　　　　　住民税均等割が非課税で
　国庫補助金 　　　　　　ある世帯

97億7,018万円

　　給付額　７万円／世帯
　　　　　　（１回のみ）

事務費 1億864万円

　　コールセンター運営等

物価高騰に伴う高齢
者配食サービス事業 458万2千円 物価が高騰する中にあって、サービス
者への支援 の質を維持しつつ安定的な事業運営が
（健康福祉局） 財源内訳 できるよう、高齢者配食サービス事業

者に対して支援金を支給する。
　国庫補助金

458万2千円 　　対象期間　６年１～３月

　　支援金額
　　　①２０円／食
　　　　　中区・東区・南区（似島町
　　　　　以外）・西区・佐伯区（旧
　　　　　湯来町域以外）への配食
　　　②３０円／食
　　　　　南区（似島町）・安佐南区・
　　　　　安佐北区・安芸区・佐伯区
　　　　　（旧湯来町域）への配食
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

後期高齢者医療事業 8,223万3千円 後期高齢者医療保険料納付金等
（後期高齢者医療事 （４年度精算分）
業特別会計） 財源内訳
（健康福祉局）

　繰越金
8,223万3千円
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

中小企業者等への省
エネ機器導入支援事 7億円 物価高騰の影響による厳しい経営環境
業ああああああああ の中で、中小企業者等における省エネ
（経済観光局） 財源内訳 を支援し、地域の脱炭素化を図るため、

省エネ性能の高い機器への設備更新に
　国庫補助金 係る経費を補助する。

7億円

　　対 象 者　市内に事業所を有する
　　　　　　　中小企業者等

　　対象経費　省エネ性能が高いもの
　　　　　　　として国が認めた空調
　　　　　　　・給湯設備、工作機械
　　　　　　　等の機器購入費及び工
　　　　　　　事費

　　補 助 率　３／４

　　限 度 額　1,000万円／者

　（繰越明許費の設定）
限　度　額

広島市湯来交流体験
センター管理 施設の管理を指定管理者に行わせるこ
（経済観光局） とに伴い、債務負担行為を設定する。

　　指定管理者　東洋観光湯来コンソ
　　　　　　　　ーシアム

　（債務負担行為の設定）
事　業　名 期　　間 限　度　額

広島市湯来交流体
験センター管理

６～10年度 1億4,856万5千円

事　業　名

中小企業者等への省エネ機器
導入支援事業

7億円
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

農業者への省エネ機
器等導入支援事業 6,060万円 物価高騰の影響による厳しい経営環境
（経済観光局） の中で、生産コストの削減等による経

財源内訳 営改善を図ることができるよう、省エ
ネ性能の高い機器等の導入に係る経費

　国庫補助金 を補助する。
6,060万円

　　対 象 者　認定農業者及び認定新
　　　　　　　規就農者

　　対象経費　栽培管理や作物の収穫
　　　　　　　等におけるコスト削減
　　　　　　　又は生産性の向上に資
　　　　　　　する機器購入費及び工
　　　　　　　事費

　　補 助 率　３／４

　　限 度 額　1,000万円／者

　（繰越明許費の設定）
限　度　額事　業　名

農業者への省エネ機器等導入
支援事業

6,060万円
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

給与改定に伴う補正 22億4,061万7千円 給与改定
（企画総務局ほか）
（一般会計ほか） 財源内訳 　　給 与 改 定 率　　０．９１％

　国庫負担金 　　期末・勤勉手当　　０．１０月分増額
2億6,052万5千円

　　給与改定実施時期　５年４月１日
　自己財源

8,789万2千円 　　補正額

　一般財源 　　　一般会計　　    21億5,272万5千円
18億9,220万円

　　　水道事業会計　　  　8,789万2千円
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